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穴
埋
め
財
源
は
十
分
か
？

　

財
政
健
全
化
に
関
し
、
政
府
は
20
年
度

の
P
B
黒
字
化
を
目
指
し
て
い
る
。
も
っ

と
も
、
内
閣
府
の
試
算
に
よ
る
と
、
消
費

税
率
の
10
％
へ
の
引
き
上
げ
を
前
提
に
、

20
年
度
の
P
B
は
、
平
均
3
・
3
％
の
名

目
成
長
率
と
な
る
ケ
ー
ス
（
経
済
再
生
ケ

ー
ス
）
で
▲
11
兆
円
の
赤
字
、
同
2
・
1

％
の
名
目
成
長
率
に
と
ど
ま
る
ケ
ー
ス

（
参
考
ケ
ー
ス
）
で
▲
16
・
2
兆
円
の
赤

字
と
な
っ
て
い
る
。
法
人
実
効
税
率
を
引

き
下
げ
る
こ
と
で
企
業
の
収
益
性
が
高
ま

り
、①
短
期
的
に
は
投
資
や
賃
金
（
消
費
）

の
増
加
②
中
長
期
的
に
は
資
本
深
化
や
人

材
蓄
積
、
技
術
進
歩
な
ど
を
通
じ
て
よ
り

高
い
成
長
率
の
持
続
─
が
期
待
さ
れ
る
。

一
方
で
、
1
％
当
た
り
4
7
0
0
億
円

（
14
年
3
月
12
日
政
府
税
調
資
料
）
の
減

収
に
な
る
こ
と
か
ら
、
穴
埋
め
の
た
め
の

財
源
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
、
29
・
5
％

へ
の
引
き
下
げ
で
3
兆
円
台
半
ば
、
25
％

へ
の
引
き
下
げ
で
6
兆
円
程
度
の
P
B
赤

字
拡
大
要
因
に
な
る
と
計
算
さ
れ
る
。
な

お
、
法
人
実
効
税
率
に
関
す
る
二
つ
の
ケ

ー
ス
は
、
前
者
に
つ
い
て
は
前
述
の
「
骨

太
の
方
針
2
0
1
4
」
で
の
記
述
、
後
者

に
つ
い
て
は
「
国
際
的
に
遜
色
な
い
水
準

に
引
き
下
げ
る
こ
と
を
目
指
し
」（
骨
太

の
方
針
2
0
1
4
）
や
「
将
来
的
に
は
25

％
を
目
指
し
つ
つ
」（
14
年
5
月
15
日
経

済
財
政
諮
問
会
議
有
識
者
資
料
）
な
ど
の

政
府
資
料
の
記
述
を
踏
ま
え
て
、
筆
者
が

想
定
し
た
中
期
的
な
目
標
水
準
で
あ
る
。

　

P
B
黒
字
化
目
標
の
達
成
に
向
け
て
、

今
後
、
財
政
健
全
化
の
取
り
組
み
強
化
が

求
め
ら
れ
る
。
と
り
わ
け
、
最
近
の
経
常

収
支
の
黒
字
縮
小
の
も
と
で
の
「
異
次
元

緩
和
」
と
い
わ
れ
る
大
幅
な
金
融
緩
和
の

継
続
を
勘
案
す
る
と
、
財
政
健
全
化
に
向

け
た
取
り
組
み
姿
勢
の
後
退
は
財
政
規
律

に
対
す
る
市
場
の
信
認
を
損
な
う
恐
れ
が

強
く
、
許
さ
れ
な
い
状
況
と
い
え
よ
う
。

こ
の
た
め
、
法
人
実
効
税
率
の
引
き
下
げ

に
あ
た
っ
て
は
、
短
期
的
に
は
ネ
ッ
ト
減

税
を
先
行
す
る
と
し
て
も
、
中
期
的
に
は

税
収
中
立
に
な
る
よ
う
に
、
何
ら
か
の
財

源
措
置
が
必
要
と
な
ろ
う
。
し
か
し
な
が

ら
、
現
在
、
穴
埋
め
財
源
と
し
て
議
論
の

歳
出・歳
入
改
革
の
青
写
真
を

求
め
ら
れ
る
成
長
力
強
化
と
の
両
立

日
本
総
合
研
究
所 

調
査
部　
主
任
研
究
員

蜂
屋
勝
弘

法人税減税を考える（下） 解 説

　
人
口
減
少
と
高
齢
化
が
進
行
す
る
な
か
、
わ
が
国
が
活
力
あ
る
社
会
を
持
続
す
る
に
は
、
①
持
続
的
な
経
済
成
長
②
国

民
が
納
得
す
る
社
会
保
障
③
財
政
健
全
化
─
の
同
時
実
現
が
課
題
と
な
る
。
持
続
的
な
経
済
成
長
に
は
、
企
業
の
収
益
性

向
上
が
求
め
ら
れ
、
そ
の
た
め
の
一
つ
の
方
策
と
し
て
、
法
人
実
効
税
率
の
引
き
下
げ
が
有
力
視
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
た

め
、
政
府
は
、「
数
年
で
法
人
実
効
税
率
を
20
％
台
ま
で
引
き
下
げ
る
こ
と
を
目
指
す
」（
骨
太
の
方
針
2
0
1
4
）
と
し

て
い
る
。
し
か
し
、
そ
れ
だ
け
で
持
続
的
な
経
済
成
長
は
実
現
し
な
い
。
ま
た
、
税
率
の
引
き
下
げ
自
体
は
、
基
礎
的
財

政
収
支
（
以
下
、
P
B
）
の
赤
字
拡
大
に
繋つ

な

が
る
。
本
稿
で
は
、
財
政
健
全
化
に
取
り
組
む
な
か
で
、
法
人
実
効
税
率
の

引
き
下
げ
と
他
の
政
策
と
の
調
和
を
ど
の
よ
う
に
図
っ
て
い
く
か
を
考
え
て
み
た
い
。

は
ち
や
・
か
つ
ひ
ろ　
92
年
大
阪
大

学
卒
業
。同
年
日
本
総
合
研
究
所
入

社
。13
年
内
閣
府
政
策
調
査
員（
産

業
・
雇
用
担
当
）、14
年
政
策
企
画
調

査
官（
経
済
財
政
運
営
総
括
担
当
）。

公
共
経
済
が
専
門
。
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俎
上
に
載
っ
て
い
る
財
源
措
置
（
外
形
標

準
課
税
拡
大
、
受
取
配
当
の
課
税
拡
大
、

繰
越
欠
損
金
控
除
の
見
直
し
、
租
税
特
別

措
置
の
見
直
し
）
を
合
計
し
て
も
、
穴
埋

め
効
果
は
最
大
で
1
・
8
兆
円
程
度
に
と

ど
ま
る
と
み
ら
れ
、
前
述
の
29
・
5
％
に

引
き
下
げ
る
ケ
ー
ス
の
減
収
額
の
穴
埋
め

も
で
き
な
い
。

ハ
ー
ド
ル
高
い
歳
出
削
減

　

こ
の
た
め
、
歳
出
削
減
に
よ
る
財
源
捻

出
が
避
け
ら
れ
な
い
課
題
と
な
る
。
た
だ

し
、
以
下
に
み
る
よ
う
に
、
そ
の
ハ
ー
ド

ル
は
相
当
に
高
い
。

　

ま
ず
、
政
府
全
体
（
国
、
地
方
、
社
会

保
障
基
金
の
合
計
）
の
歳
出
額
は
、

2
0
0
0
年
度
か
ら
12
年
度
の
間
に
15
・

2
兆
円
増
加
し
た
（
図
表
1
）。
主
因
は

社
会
保
障
分
野
で
、
同
期
間
に
33
兆
円
増

加
し
て
い
る
。
社
会
保
障
分
野
は
、
歳
出

総
額
の
約
3
分
の
2
を
占
め
て
お
り
、
今

後
も
高
齢
化
の
進
行
に
伴
う
増
加
が
見
込

ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
歳
出
削
減
に
は
同
分

野
を
軸
に
取
り
組
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

次
に
、
政
府
支
出
の
経
費
別
内
訳
を
み

る
と
、
社
会
保
障
分
野
で
は
給
付
費
の
比

率
が
全
体
の
約
9
割
を
占
め
て
い
る
（
図

表
1
）。
こ
の
た
め
、
社
会
保
障
分
野
の

歳
出
削
減
に
は
、
1
人
当
た
り
給
付
額
の

抑
制
や
給
付
対
象
の
絞
り
込
み
が
避
け
ら

れ
ず
、
国
民
の
痛
み
を
直
接
伴
う
改
革
に

な
ら
ざ
る
を
得
な
い
。
こ
れ
に
対
し
、
非

社
会
保
障
分
野
で
は
、
人
件
費
（
雇
用
者

報
酬
）
や
公
共
投
資
（
総
固
定
資
本
形
成
）、

そ
の
他
の
経
費
（
主
に
物
件
費
な
ど
の
中

間
投
入
）
の
比
率
が
高
い
。
こ
う
し
た
経

費
に
つ
い
て
は
、
限
ら
れ
た
財
源
の
も
と

で
行
う
べ
き
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
取
捨
選
択

の
ほ
か
、
I
T
の
活
用
や
業
務
の
進
め
方

の
見
直
し
に
よ
る
業
務
効
率
の
改
善
が
課

題
と
な
る
。
さ
ら
に
は
、
歳
出
を
最
小
限

に
抑
え
つ
つ
行
政
サ
ー
ビ
ス
提
供
や
社
会

資
本
の
新
設
・
運
営
な
ど
が
行
え
る
よ
う
、

民
間
資
金
活
用
に
よ
る
社
会
資
本
整
備

（
P
F
I
）
や
官
民
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

（
P
P
P
）
な
ど
に
よ
る
民
間
活
力
の
活

用
と
い
っ
た
工
夫
が
求
め
ら
れ
る
。

　

そ
れ
で
は
、
財
政
健
全
化
に
配
慮
し
つ

つ
、
法
人
実
効
税
率
の
引
き
下
げ
を
行
っ

て
い
く
場
合
、
ど
の
程
度
の
歳
出
削
減
努

力
が
必
要
と
な
る
か
。
以
下
の
仮
設
例
で

試
算
し
て
み
た
。

　

ま
ず
、
歳
入
面
で
は
、
法
人
実
効
税
率

を
現
行
の
35
・
64
％
（
東
京
都
）
を
前
述

の
29
・
5
％
、
ま
た
は
25
％
に
引
き
下
げ

る
2
通
り
を
想
定
し
た
。
引
き
下
げ
幅
の

う
ち
1
・
5
％
分
は
、
い
ず
れ
の
場
合
も

法
人
事
業
税
の
外
形
標
準
分
を
現
行
の
4

分
の
1
か
ら
2
分
の
1
に
拡
大
す
る
と
と

も
に
、
税
収
中
立
と
な
る
よ
う
に
所
得
標

準
分
の
税
率
を
引
き
下
げ
る
こ
と
で
得
ら

れ
る
。
残
り
は
、
国
税
の
法
人
税
率
を
そ

れ
ぞ
れ
4
％
、
8
％
引
き
下
げ
る
こ
と
で
、

所
定
の
実
効
税
率
引
き
下
げ
を
達
成
す
る

と
し
た
。
ま
た
、
穴
埋
め
財
源
と
し
て
、

受
取
配
当
の
課
税
拡
大
、
繰
越
欠
損
金
制

度
や
租
税
特
別
措
置
の
見
直
し
な
ど
に
よ

っ
て
1
兆
円
強
を
確
保
す
る
と
し
た
。

　

次
に
、
歳
出
面
で
は
、
歳
出
削
減
努
力

の
強
度
の
異
な
る
二
つ
の
ケ
ー
ス
を
想
定

し
た
。
一
つ
目
は
「
マ
イ
ル
ド
改
革
」
ケ

ー
ス
で
、
社
会
保
障
分
野
に
つ
い
て
、
高

齢
化
に
伴
う
医
療
費
の
増
加
は
許
容
す
る

と
し
た
。
具
体
的
に
は
次
の
通
り
で
あ
る
。

厚
生
労
働
省
試
算
（
12
年
3
月
）
に
よ
る

と
、
医
療
費
の
公
費
負
担
額
は
12
年
か
ら

20
年
に
か
け
て
6
・
4
兆
円
、
国
内
総
生

産
（
G
D
P
）
比
で
0
・
7
％
ポイント
分
増
加

す
る
。
こ
の
増
加
の
要
因
と
し
て
、
①
物

価
上
昇
や
技
術
進
歩
を
受
け
た
単
価
の
上
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〈図表1〉歳出の推移と経費別内訳
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昇
②
高
齢
化
に
伴
う
患
者
数
の
増
加
─
が

考
え
ら
れ
る
が
、
こ
の
う
ち
単
価
の
上
昇

を
抑
制
し
、
患
者
数
の
増
加
の
み
を
考
慮

し
て
試
算
す
る
と
、
20
年
の
額
は
厚
生
労

働
省
試
算
に
比
べ
て
2
・
3
兆
円
程
度
少

な
く
な
る
（
内
閣
府
参
考
ケ
ー
ス
の
名
目

成
長
率
で
計
算
）。
非
社
会
保
障
分
野
に

つ
い
て
は
、
内
閣
府
試
算
の
想
定
と
同
様

に
物
価
上
昇
率
並
み
で
増
加
す
る
と
し
た
。

　

二
つ
目
は
、
さ
ら
に
厳
し
い
「
ド
ラ
ス

テ
ィ
ッ
ク
改
革
」
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
社
会

保
障
分
野
に
つ
い
て
、
医
療
費
を
名
目

G
D
P
成
長
率
並
み
に
抑
制
す
る
こ
と
で
、

厚
労
省
試
算
に
比
べ
て
4
・
1
兆
円
削
減

さ
れ
る
（
前
に
同
じ
）。
さ
ら
に
、
年
金

の
支
給
開
始
年
齢
を
20
年
度
ま
で
に
70
歳

に
引
き
上
げ
る
こ
と
に
よ
る
2
・
5
兆
円

の
歳
出
削
減
を
織
り
込
ん
で
い
る
。
こ
れ

は
支
給
開
始
年
齢
を
16
年
度
以
降
毎
年
1

年
引
き
上
げ
る
こ
と
を
意
味
し
、
極
め
て

大
き
な
制
度
変
更
と
い
え
る
。
非
社
会
保

障
分
野
に
つ
い
て
は
、
マ
イ
ル
ド
改
革
よ

り
も
厳
し
い
増
加
抑
制
で
計
算
し
た
。

　

以
上
の
設
定
の
も
と
で
、
20
年
度
の

P
B
収
支
を
試
算
し
た
結
果
が
図
表
2
で

あ
る
。
法
人
実
効
税
率
の
下
げ
幅
が
大
き

い
ほ
ど
、
成
長
へ
の
寄
与
が
高
ま
る
こ
と

が
期
待
さ
れ
る
が
、
そ
の
結
果
、
仮
に
平

均
3
・
3
％
の
高
成
長
が
実
現
し
た
と
し

て
も
、
マ
イ
ル
ド
改
革
の
場
合
、
10
兆
円

前
後
の
P
B
赤
字
が
残
る
。
一
方
、
ド
ラ

ス
テ
ィ
ッ
ク
改
革
の
場
合
に
は
、
P
B
赤

字
は
1
・
6
兆
円
ま
で
縮
小
す
る
も
の
の
、

こ
の
よ
う
な
大
幅
な
歳
出
削
減
の
下
で
は
、

成
長
率
が
抑
え
ら
れ
る
蓋が

い

然ぜ
ん

性
が
高
ま
る

と
考
え
ら
れ
、
例
え
ば
、
平
均
2
・
1
％

成
長
に
止
ま
る
場
合
に
は
、
10
兆
円
を
超

え
る
P
B
赤
字
が
残
る
こ
と
に
な
る
。
こ

れ
に
対
し
、
法
人
実
効
税
率
を
引
き
下
げ

な
け
れ
ば
、
減
収
に
よ
る
P
B
赤
字
の
拡

大
を
防
げ
る
が
、
こ
の
場
合
、
国
内
企
業

の
収
益
性
の
向
上
が
遅
れ
る
こ
と
に
よ
り
、

高
成
長
の
実
現
が
困
難
に
な
る
こ
と
で
、

や
は
り
10
兆
円
を
超
え
る
P
B
赤
字
が
残

る
蓋
然
性
が
高
ま
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
歳
出
面
で
相
当
の
努
力

を
し
て
も
な
お
、
P
B
赤
字
は
残
る
と
考

え
ら
れ
、
P
B
黒
字
化
目
標
の
達
成
に
は
、

引
き
続
き
歳
出
・
歳
入
両
面
で
の
取
り
組

み
が
不
可
欠
と
な
る
。
そ
の
際
に
大
前
提

と
な
る
の
が
、
持
続
的
な
経
済
成
長
で
あ

る
。
そ
れ
が
実
現
す
る
こ
と
で
、
歳
入
面

で
税
や
社
会
保
険
料
の
自
然
増
収
だ
け
で

な
く
、
国
民
負
担
拡
大
に
伴
う
経
済
へ
の

悪
影
響
に
対
す
る
耐
性
の
高
ま
り
が
期
待

さ
れ
る
。
一
方
、
歳
出
面
で
は
、
歳
出
構

造
を
見
直
す
際
に
、
既
存
の
歳
出
の
配
分

を
見
直
す
よ
り
も
、
増
加
分
の
配
分
を
考

え
る
ほ
う
が
国
民
に
受
け
入
れ
ら
れ
や
す

い
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
が
考
え
ら
れ
る
。

　

持
続
的
な
経
済
成
長
の
実
現
に
は
、
企

業
収
益
と
就
業
者
所
得
の
継
続
的
な
上
昇

が
欠
か
せ
な
い
。
日
本
再
興
戦
略
な
ど
に

示
さ
れ
た
規
制
改
革
な
ど
へ
の
地
道
な
取

り
組
み
や
、
政
労
使
会
議
な
ど
を
活
用
し

た
政
労
使
の
相
互
協
力
に
よ
っ
て
、
新
分

野
の
開
拓
に
向
け
た
企
業
の
取
り
組
み
や

不
採
算
分
野
か
ら
成
長
分
野
へ
の
雇
用
の

シ
フ
ト
な
ど
を
促
す
必
要
が
あ
る
。
そ
の

う
え
で
、
歳
出
・
歳
入
に
つ
い
て
は
次
の

よ
う
な
取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
る
。

歳
出
改
革

　

ま
ず
、
歳
出
面
で
は
、
産
業
構
造
転
換

を
促
す
方
向
で
の
歳
出
の
中
身
の
見
直
し

が
求
め
ら
れ
る
。
P
B
黒
字
化
に
向
け
て
、

基
本
的
に
歳
出
削
減
を
行
う
に
し
て
も
、

わ
が
国
の
将
来
を
見
据
え
て
必
要
な
事
業

に
厚
く
財
源
を
配
分
す
る
こ
と
は
必
要
で

あ
る
。
例
え
ば
、
持
続
的
な
経
済
成
長
の

実
現
に
は
、「
失
わ
れ
た
20
年
」
を
も
た

ら
し
た
産
業
構
造
か
ら
の
転
換
が
不
可
避

で
あ
り
、
そ
の
際
に
は
、
産
業
間
の
労
働

移
動
の
必
要
性
が
高
ま
る
と
考
え
ら
れ
る
。

他
方
、
人
口
減
少
下
で
は
、
親
の
介
護
の

た
め
に
故
郷
か
ら
離
れ
ら
れ
な
い
な
ど
の

事
情
に
よ
り
、
地
域
間
の
移
動
を
望
ま
な

い
雇
用
者
の
比
率
が
高
ま
る
可
能
性
が
あ

る
。
こ
う
し
た
状
況
に
対
応
す
る
に
は
、

働
き
方
の
多
様
化
を
進
め
る
と
同
時
に
、

育
児
支
援
や
介
護
支
援
な
ど
、
現
役
世
代

で
高
ま
る
社
会
保
障
ニ
ー
ズ
に
適
切
に
応

え
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
逆
に
、
こ
う

し
た
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
こ
と
で
、
産
業
構

造
転
換
が
進
み
や
す
く
な
る
。

　

例
え
ば
、
わ
が
国
の
社
会
保
障
支
出
に

占
め
る
家
族
向
け
の
比
率
は
5
・
5
％
で
、

高
齢
者
向
け
47
・
6
％
の
1
割
程
度
と
な

実効税率
29.5％

マイルド改革
名目成長率  PB赤字  消費税率換算

ドラスティック改革
名目成長率  PB赤字  消費税率換算

実効税率
25％

3.3%
2.7%
2.1%

▲8.6兆円(2.7%)
▲11.9兆円(3.9%)
▲15.2兆円(5.2%)

3.3%
2.7%
2.1%

▲11.3兆円(3.6%)
▲14.5兆円(4.8%)
▲17.7兆円(6.1%)

3.3%
2.7%
2.1%

▲1.6兆円(0.5%)
▲6.3兆円(2.1%)
▲10.9兆円(3.8%)

3.3%
2.7%
2.1%

▲4.3兆円(1.4%)
▲8.9兆円(2.9%)
▲13.4兆円(4.6%)

（注）上段は内閣府試算の「経済再生ケース」、下段は同「参考ケース」に基づいて計算。
中段は上段と下段の平均。（　）内は消費税率換算値（逆符号）。本図では、法人実
効税率が引き下げられない場合には、成長率の低い「参考ケース」の蓋然性が高
まるとみなしたうえで、法人実効税率を下げるほど、より高い成長率が実現す
るというイメージを描いている。ドラスティック改革ケースでは、非社会保障
分野について、成長率が高い場合でも、最も低い場合の増加率で計算している。

〈図表2〉2020年度のPB収支の試算結果
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っ
て
い
る
（
図
表
3
）。
来
年
度
か
ら
導

入
さ
れ
る
新
た
な
子
ど
も
・
子
育
て
支
援

制
度
の
所
要
額
を
加
え
る
と
同
比
率
は

6
・
4
％
と
な
り
（
消
費
税
増
税
分
の
一

部
を
財
源
に
充
て
る
こ
と
に
な
っ
て
い
た

が
、
増
税
延
期
の
場
合
も
予
定
通
り
の
実

施
が
検
討
さ
れ
て
い
る
）、
こ
れ
は
、
北

米
や
南
欧
よ
り
高
い
も
の
の
、
中
欧
や
北

欧
よ
り
低
い
水
準
で
あ
る
。
同
比
率
は
年

齢
構
成
の
影
響
を
受
け
る
と
み
ら
れ
る
こ

と
か
ら
、
若
年
人
口
比
率
が
高
い
諸
外
国

の
家
族
向
け
比
率
が
高
く
な
る
の
は
当
然

と
い
え
る
が
、
若
年
人
口
比
率
の
違
い
を

調
整
し
た
と
し
て
も
、
北
欧
の
家
族
向
け

比
率
は
わ
が
国
よ
り
も
2
％
ポイント
程
度
高
い

と
み
ら
れ
る
。
限
ら
れ
た
財
源
を
高
齢
者

向
け
と
家
族
向
け
な
ど
に
ど
う
配
分
す
る

か
は
、
社
会
保
障
に
対
す
る
国
民
の
納
得

感
に
直
結
す
る
だ
け
に
、
国
民
的
な
議
論

が
求
め
ら
れ
る
。

歳
入
改
革

　

次
に
、
歳
入
面
で
は
、
税
負
担
の
増
加

は
避
け
ら
れ
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
の

際
、
消
費
税
は
有
力
な
候
補
で
あ
る
。
来

年
度
に
予
定
さ
れ
て
い
た
10
％
へ
の
引
き

上
げ
は
、
景
気
へ
の
配
慮
の
た
め
に
延
期

さ
れ
た
も
の
の
、
消
費
税
は
消
費
に
応
じ

て
課
税
さ
れ
る
こ
と
か
ら
世
代
間
の
公
平

を
確
保
で
き
る
ほ
か
、
諸
外
国
と
比
較
し

て
も
わ
が
国
の
消
費
税
負
担
率
は
低
い
こ

と
か
ら
、
負
担
拡
大
の
余
地
は
大
き
い
と

考
え
ら
れ
る
。
ち
な
み
に
、
前
述
の
試
算

結
果
で
み
た
20
年
度
の
P
B
赤
字
を
消
費

税
率
換
算
す
る
と
、
ド
ラ
ス
テ
ィ
ッ
ク
改

革
で
か
つ
高
成
長
が
実
現
す
る
ケ
ー
ス
を

除
く
と
、2
〜
6
％
程
度
と
な
る
。
一
方
、

所
得
階
層
間
の
公
平
性
に
配
慮
す
る
と
、

消
費
税
で
は
消
費
性
向
の
高
い
低
所
得
層

ほ
ど
負
担
率
が
高
ま
る
逆
進
性
の
問
題
が

指
摘
さ
れ
て
お
り
、
負
担
拡
大
に
あ
た
っ

て
は
何
ら
か
の
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。
逆

進
性
へ
の
対
応
策
と
し
て
、
諸
外
国
で
は

食
料
品
な
ど
の
必
需
品
へ
の
軽
減
税
率
の

導
入
が
一
般
的
で
あ
る
が
、
こ
れ
に
つ
い

て
は
、
ど
の
品
目
を
軽
減
税
率
の
対
象
に

す
る
か
で
利
害
対
立
が
生
じ
る
可
能
性
に

加
え
て
、
消
費
者
が
消
費
す
る
品
目
の
選

択
に
影
響
を
与
え
る
な
ど
の
問
題
が
あ
る
。

　

以
上
を
踏
ま
え
る
と
、
消
費
税
の
拡
大

は
、
累
進
課
税
で
あ
る
個
人
所
得
税
の
拡

大
と
セ
ッ
ト
で
行
う
こ
と
が
望
ま
し
い
と

考
え
ら
れ
る
。
個
人
所
得
税
の
累
進
性
と

合
わ
せ
る
こ
と
に
よ
る
消
費
税
の
逆
進
性

の
緩
和
に
加
え
、
消
費
税
率
の
上
げ
幅
自

体
を
抑
制
で
き
る
こ
と
か
ら
、
逆
進
性
そ

の
も
の
の
拡
大
を
抑
制
で
き
る
。

　

個
人
所
得
税
の
拡
大
を
検
討
す
る
際
に

は
、
税
率
の
引
き
上
げ
で
は
な
く
、
課
税

ベ
ー
ス
拡
大
を
優
先
し
て
考
え
る
べ
き
だ
。

個
人
所
得
税
で
は
、
収
入
の
種
類
や
家
族

構
成
な
ど
に
応
じ
て
、
給
与
所
得
控
除
や

公
的
年
金
等
控
除
、
扶
養
控
除
や
配
偶
者

控
除
な
ど
の
所
得
控
除
が
行
わ
れ
て
お
り
、

こ
れ
に
よ
り
課
税
ベ
ー
ス
が
縮
小
し
て
い

る
。
こ
う
し
た
控
除
は
、
国
民
の
担
税
力

や
生
存
権
な
ど
へ
の
配
慮
の
た
め
に
行
わ

れ
て
い
る
が
、
結
果
的
に
、
高
い
累
進
税

率
が
適
用
さ
れ
る
高
所
得
層
ほ
ど
軽
減
さ

れ
る
税
額
が
多
く
な
る
た
め
、
不
公
平
と

の
見
方
も
で
き
よ
う
。
そ
う
し
た
各
種
控

除
の
整
理
・
簡
素
化
を
軸
と
し
た
課
税
ベ

ー
ス
の
拡
大
で
あ
れ
ば
、
税
負
担
の
増
加

額
は
高
所
得
層
ほ
ど
大
き
く
な
る
た
め
、

こ
う
し
た
不
公
平
さ
は
軽
減
さ
れ
る
。

　

課
税
ベ
ー
ス
拡
大
の
方
策
と
し
て
、
①

扶
養
控
除
な
ど
の
所
得
控
除
の
税
額
控
除

化
②
給
与
所
得
控
除
の
縮
小
③
公
的
年
金

等
控
除
の
縮
小
─
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。

①
に
つ
い
て
は
、
低
所
得
層
に
対
し
て
税

家
族
向
け
支
出
÷
社
会
保
障
給
付
費

15歳未満人口÷総人口

（%）

ドイツ
8.4％

スウェーデン
13.2％

デンマーク
12.8％

フランス
9.4％

ポルトガル
5.8％

スペイン
5.9％

イタリア
5.9％

アメリカ
3.8％

カナダ
5.8％

日本
6.4％
5.5％

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22(%)

18

16

14

12

10

8

6

4

2

0

フィンランド
11.2％

ノルウェー
13.0％

〈図表3〉社会保障給付費に占める家族向け支出の比較

（注）65歳以上人口比率がOECD平均以上の国のみ。日本は2012年。5.5％は実績、6.4％ 
は実績に新たな子ども･子育て支援制度の予定所要（約1兆円）を加えて計算した
もの。アメリカ、ドイツ、フランス、スウェーデンは2011年、その他は2009年。

（出所）国立社会保障･人口問題研究所「社会保障費用統計」、OECD〝Social
　　  Expend i ture  Sta t i s t i cs 〟、〝Labour  Force  Sta t i s t i cs  〟
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額
か
ら
差
し
引
け
な
い
分
を
給
付
す
る

「
給
付
つ
き
税
額
控
除
」
と
す
る
こ
と
で
、

課
税
に
よ
る
労
働
供
給
へ
の
影
響
を
軽
減

で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
。
②
に
つ
い
て
は
、

高
所
得
層
ほ
ど
多
く
控
除
さ
れ
て
い
る
こ

と
を
受
け
、
12
年
度
税
制
改
正
で
給
与
収

入
1
5
0
0
万
円
を
超
え
る
場
合
に

2
4
5
万
円
の
上
限
が
設
定
さ
れ
た
が
、

こ
の
上
限
額
お
よ
び
適
用
さ
れ
る
収
入
額

を
さ
ら
に
引
き
下
げ
る
こ
と
が
考
え
ら
れ

る
。
③
に
つ
い
て
は
、
年
金
な
ど
給
付
額

の
大
部
分
が
非
課
税
に
な
っ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
大
幅
に
縮
小
し
た
う
え
で
、
増
収

分
を
現
役
世
代
向
け
の
社
会
保
障
財
源
に

充
て
れ
ば
、
世
代
間
の
給
付
と
負
担
の
バ

ラ
ン
ス
改
善
に
資
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。

　

法
人
税
改
革
は
、
本
来
、
こ
う
し
た
歳

出
と
歳
入
の
抜
本
改
革
の
な
か
で
位
置
付

け
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
、
現
政

権
が
そ
こ
ま
で
視
野
に
入
れ
て
い
る
様
子

は
う
か
が
え
ず
、
今
回
の
消
費
税
率
引
き

上
げ
延
期
の
際
も
、
今
後
の
歳
出
・
歳
入

改
革
の
青
写
真
は
示
さ
れ
て
い
な
い
。
こ

れ
を
機
に
、
歳
出
・
歳
入
改
革
の
具
体
策

を
提
示
し
、
成
長
力
強
化
と
財
政
健
全
化

に
道
筋
を
つ
け
る
こ
と
は
、
最
低
限
の
責

務
で
あ
ろ
う
。


